
 

平成２9 年度 

八代市議会建設環境委員会 視察報告書 

 

 

 

■視察日程 

  平成３０年１月３０日（火）～２月１日（木） 

 

 

■視察先 

  １月３０日     大阪府枚方市 

 

  １月３１日     京都府長岡京市 

 

  ２月 １日     兵庫県赤穂市 

 

■視察参加者 

【委員会】委 員 長  中村 和美 

副委員長  百田  隆 

委  員  太田 広則 

委  員  田方 芳信 

委  員  谷川  登 

委  員  堀  徹男 

委  員    山本 幸廣 

 

【随 行】建設部次長   松本 浩二 

議会事務局   鶴田 直美 
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■視察先及び目的 

 １ 大阪府 枚方市 

  『大型太陽光発電設備導入事業について』 

   東日本大震災以降、再生可能エネルギーへの期待が高まる中、太陽光発電の普及拡

大を図るとともに、ＣＯ２排出量の削減を目的に実施し、環境教育に活用するとと

もに、売電収入のうち、リース費用を差し引いた収益は、市の地球温暖化対策の施

策に活用されている枚方市を視察することにより、今後の委員会活動に生かすこと

を目的とする。 

 

 ２ 京都府 長岡京市 

  『災害用マンホールトイレ整備事業について』 

   平成２８年熊本地震により八代市は震度６弱に襲われたものの、日奈久断層を震源

とする地震は３０年以内に起こると予測されている。万が一、災害が発生した時に

は、電気や水道が止まり、家庭や避難所で水洗トイレが使用できなくなる可能性が

ある。衛生環境が悪化すると、精神的ストレスの原因にもつながる。このような中

で、不測の事態への備えとして、災害時の避難所に指定されている市内の小・中学

校に災害用マンホールトイレの設置を行っている長岡京市を視察することにより、

今後の委員会活動に生かすことを目的とする。 

 

 ３ 兵庫県 赤穂市 

  『住まいの耐震化に関する支援事業について』 

   自然の破壊力の前に、絶対安心はないといわれている。兵庫県の調査によると、阪

神･淡路大震では、震災が発生したとき、震災犠牲者のうち、焼死は一割にすぎず、

八割が建物の倒壊による圧死であったという結果が出ている。平成２８年熊本地震

では、建築物の倒壊はそれほど多くはなかったものの、全壊した家屋もみうけられ

た。昭和５６年に改正された現行の基準法では、耐震性が高められ、かなりの地震

でも倒れないよう構造計算することが義務づけられ、新耐震基準による建築物の被

害は、以前のものと比べると少ないことがわかった。そこで、それ以前の建築物に

対する耐震診断を希望する住宅所有者へ市が簡易耐震診断員を派遣して、住宅の調

査・診断を行っている赤穂市を視察することにより、今後の委員会活動に生かすこ

とを目的とする。 
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大 阪 府 枚 方 市 

                                         

 

１ 視察日時  平成３０年１月３０日（火） １３：３０～１５：３０ 

 

 

２ 調査事項  『大型太陽光発電設備導入事業について』 

 

３ 視察先対応者 

  枚方市環境部次長兼淀川衛生事業所長          南川  裕 様 

    〃   環境保全課課長代理            久保 義明 様 

〃   淀川衛生事業所課長            田伐 宏庸 様 

〃          係長            南  次郎 様 

枚方市議会 事務局                   南   敦 様 

 

４ 事業内容（説明内容） 

※別添資料のとおり。 

 

５ 質疑応答 00：21：30～ 

Ｑ１  売電価格は一日最大１７万円とあったが、だいたい１日平均１５万円くらいか。 

Ａ１  太陽光が一番発電する時期はご存知か。（５月です。） 

日射時間、日射量が決め手になる。温度が高くなるとエネルギーは最終的に熱に

持っていかれるので、多少落ちる。日射時間が低い１１月から１月は、リース料

を上回ったことはない。ずっと赤字。５月は、リース料金の倍くらい発電してい

る。発電量は日射量とだいたい同じような線を描く（グラフの説明あり）。気温

を見てみると、８月も日差し強いので当然多いが、気温が高いのでちょっと落ち

る。冬のほうが発電能力は高い。 

Ｑ２  １０月から３月までは、経営的には利益が出るということか。 

Ａ２  そう。実際に一年間月別に考えたときに、勝負どころというのは、３月から８月、

３月から８月まで発電する。 

Ｑ３  メンテナンスには、パネルの交換とかはあるのか。 

Ａ３  パネルの交換はない。 
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Ｑ４  どういったメンテナンスがあるのか。 

Ａ４  電気設備、普通の機械と同じように考えるといいが、消耗品がでてくる。電力基

盤、こういったものがあり、これがどれだけ持つかは、なかなか言えないが、も

の自体の部品は通常１０年間はある。オーバーホール的みたいな考え方をしてい

ただいていい。契約の中で１回は交換するとしている。それから、排気ファンで、

外の空気を吸って中の空気を出しているわけで、ああいう場所だったら埃とかそ

ういうものを吸っているのをフィルターでブロックしているので、２年に１回く

らいでフィルターを交換している。 

    通信機器もずっとついているので、バッテリーとかは３年くらいで交換しないと

もたない。それが正常に働いているかどうかを確認する抵抗値とかそういうもの

を測ったりしないいけない。これも２年で測っている。あとは年次の点検とかこ

ういったものをいれている。 

Ｑ５  年間通して、メンテナンス料は、どれくらいかかるか。 

Ａ５  正直わからない。というのは、契約金額があり、月額のリースはメンテナンス込

みです。ただ、至れり尽くせりではない。敷地内の草刈も年に２回メンテナンス

にいれている。 

Ｑ６  リース契約をされるとき、相手方さんと契約を決めるが、その契約を決める中で

いろんな問題があったのでは。 

Ａ６  これは、一般競争入札。われわれが、条件を出している。当然質問は承っている。

質問で答えたものについては、仕様になっている。１５０～１６０くらい質問が

あったと思う。基本的には、入札終わった時点で、そことやりとり。そこから仕

様に基づいてやっていく形になる。 

Ｑ７  ＰＦＲ方式というのは使えなかったのか。 

Ａ７  学校等では、使ってある。正直言って、６００ＫＷの設備を作ることはそんな難

しくないと思う。平成２５年７月から発電開始している。契約は、平成２４年１

１月、予算化は、平成２１年９月補正、計画的に決裁処理したのが平成２４年５

月、具体性が出てきたのが２３年１１月頃。今の４０円税抜きの単価をしようと

思えば、平成２５年の３月までに条件を出さないといけない。まず、設備認定を

受けないといけない。管轄の電力会社がそれをＯＫするかどうか。それを３月末

までしないといけないということを考えて、１１月で起してる。プローポーザル

とかそんな方法もあるとは思うが、そうやっていくと時間、決定のプロセスに係

らざるを得ない、設計からまずやっていかないといけない、そうすると１年後２

年後、３年後、こういう形になる。要は、そこでするためのひとつの方法論とい

うことで。 
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Ｑ８  台風被害等はあるか。パネルが割れたりとか。 

Ａ８  パネルは割れたことはある。台風ではなく、メンテナンスで。当然保障はしてい

る。 

Ｑ９  ８５０万円の純利益が出ているが使い道は。 

Ａ９  当初は基金的なものを作るという考え方があったが、財政サイドの考え方で、一

般財源に入っている。ただ、目的的は道路照明とか地球温暖化対策に使っていく。

道路照明はどんどんＬＥＤ化されている。 

Ｑ１０ パネルの耐用年数は。 

Ａ１０ 発電しなくなるということはない。年数とともに能力がどんどん落ちていく、劣

化していく。仕様の中に１０年間でマイナス８％、２０年間で何％保障するとい

う保障をつけている。 

Ｑ１１ 太陽光パネルの発電を導入されるに至った経緯のなかで、行政で持とうとされた

ことに至る市の決定までに、首長さんの強い意向等があったのか。 

Ａ１１ あった。東日本の大震災と原発事故、これで自然エネルギーの高まりがあり、フ

ィットの話が出始め、それにトップが食いついて、こちらに降りてきた。 

    ここは、し尿処理工場で、都市計画決定されている。遊休地であっても土地貸す

ことはできない。都市計画設定をはずすことは、時間がかかるのでできない。公

費で造るというのは、設計委託、工事業者の決定に２、３年かかる。その間に、

単価が変わってしまうというのがわかっている。そこで、残された方法は、リー

ス。その選択肢しかなかった。そうすると事業者は市がならざるを得ない。 

 

説明・質疑応答の途中、ソラパ設置現場を見ながら、質疑を行った。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 5 - 

 

視察の様子 
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京 都 府 長 岡 京 市 

                                         

 

１ 視察日時  平成３０年１月３１日（水） １０：００～１２：００ 

 

２ 調査事項  『災害用マンホールトイレ整備事業について』 

 

３ 視察先対応者  

長岡京市議会 副議長                 進藤 裕之 様 

長岡京市議会 事務局 次長              田中  厚 様 

長岡京市議会 事務局 庶務係長            菱田 ルミ子様 

長岡京市上下水道部下水道施設課 課長          鵜野 裕一 様 

〃    〃    〃    施設係長       山本 信夫 様 

〃  市民協働部防災・安全推進室長         河北 昌和 様 

 

４ 事業内容（説明内容） 

※別添資料のとおり。 

 

５ 質疑応答 

Ｑ１  仮設トイレの水源は、小中学校のプールになっていると思うが、年から年中、水

を貯めているのか。 

Ａ１  防火用水の関係で、ずっと貯まっている。 

Ｑ２  可搬式ポンプは、電動か。 

Ａ２  エンジン、ガソリンで回す。 

Ｑ３  お年寄りから小さい子どもまで仮設トイレを使用する上で、衛生面も関係すると

思う。そういう中で、もっと頑丈にできないのかという意見はなかったのか。 

Ａ３  当初は、メーカーも少なくいろんなトイレのタイプがなかったが、今はいろんな

メーカーから大小、男性女性を分ける等の構造があると聞いている。ただ、市内

に２１年間設置させてもらっているので、同じような構造でないと市民には普及

しない。見ていただくといろいろ視察いただいた方に指摘いただくこともある。

実際使用したことはないが、地上にフックを打つことができるようになっている

ので、頑丈とまではいかないが、それほど華奢ではないと思う。 

Ｑ４  １次段階で学校に仮設トイレを設置されているが、２次段階の予定はあるか。 

Ａ４  ３３年度で仮設トイレの設置は終わる。次は、防災計画等で計画されると思う。
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今のところはここまで。 

Ｑ５  設置したトイレの管の高低差はどれくらいか。 

Ａ５  緩やかなところは３％ミリで、きついところは２０％ミリぐらい。 

Ｑ６  どれくらいが一番適当なのか。 

Ａ６  貯めて圧をかけて流すので、できるだけゆるい方がいっぱい貯めれる形になって

いる。 

Ｑ７  実際今まで、この仮設トイレを使ったことはあるか。 

Ａ７  ない。 

Ｑ８  貯流式を選択されているが、イメージとしては汚水管を利用した水洗みたいなイ

メージに捉えられがちだが、いわば汲み取りですよね。 

Ａ８  流すまでは、そうです。 

Ｑ９  相当な臭気が想定できるのでは。実働時の課題、問題点はあるか。 

Ａ９  下の部分は変えられないので、蓋を閉めるとか臭気に対応したものに変えるとか。

永久的に使うものではなく、３、４日したら仮設トイレが届く可能性があるとい

う前提のもとで、それまでの間活用するもの。臭いの問題は確かにあると思う。 

Ｑ１０ 学校にはそれぞれ既設のトイレがあるが、災害時には仮設のトイレを造らないと

使えないという見込みがあって、仮設トイレを造ったのか。 

Ａ１０ 学校のトイレを使うが、それ以外でトイレを確保しようということで造った。 

Ｑ１１ 和式便座をそろえられたのは、市民からの要望か。 

Ａ１１ そう。衛生面等からも考えて、和式がほしいという声があがった。 

 

これから後は現場（小学校に設置された仮設トイレ）を見ながら、質疑を行った。 
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視察の様子 
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兵 庫 県 赤 穂 市 

                                         

 

１ 視察日時  平成３０年２月１日（木）  ９：３０～１１：３０ 

 

２ 調査事項  『住まいの耐震化に関する支援事業について』 

 

３ 視察先対応者 

赤穂市議会 議長                   有田 光一 様 

〃   事務局 庶務係長兼議事係長        松田 留美子様 

  赤穂市建設経済部建築担当課長参事           澗口 彰利 様 

〃   都市整備課建築係長          長棟 由樹 様 

 

４ 事業内容（説明内容） 

※別添資料のとおり。 

 

５ 質疑応答 

 

Ｑ１  課題をお聞きすると八代市と同じような感じと受けた。住宅の建替え補助は単費

でやっているのか。 

Ａ１  補助事業。国から２分の１、県のほうから４分の１いただいている。市単独分は

残り４分の１となっている。 

Ｑ２  防災ベッドの設置費補助、これも国の補助か。 

Ａ２  そう。国が２分の１、県が４分の１、市が４ぶんの１という形になっている。県

が認定した防災ベッドが、補助の対象になってる。しかし、１件も実績はない。

１人暮らししている親に子が買ってあげてはどうかというＰＲをしている。 

Ｑ３  耐震に対するメニューがいろいろあるが、毎年どれくらの予算を組んでいるか。 

Ａ３  今年度、簡易耐震推進事業に対して３５件分１０８万円、それから、住宅耐震改

修計画策定費補助、住宅耐震改修工事費補助については３件ずつだったので、計

画策定費補助は６０万円、工事費補助について最上限１３０万円の３件とみてい

たので３９０万円、簡易耐震改修工事費補助や屋根軽量化工事費補助、シェルタ

ー型工事費補助は２件ずつだったと思うので１００万円ずつ。住宅立替補助につ

いては３件分で３００万円。防災ベッドにつきましても３件分で３０万円を予定

していた。 
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Ｑ４  防災ベッドの補助に実績が１回もないとうことで、今年度予算３件分確保されて

いるが、議会等からの指摘はないのか。 

Ａ４  これは補助金の枠に入っている。予算取りとしては、ある程度それぞれのメニュ

ーに１件分、２件分と割り振りしているが枠で予算を取っていて、枠の中で国と

県の予算の状況を見て執行し、国と県の予算が追加でつくようであれば、市の予

算も当初みていた予算の中で執行するようにしてる。決算等でも何が何件と示し

ていないし、そういう説明も聞かれないので、指摘を受けたことはない。 

Ｑ５  鉄筋コンクリートで２００万円くらいのシェルターがでていると聞いたが、それ

に対しては補助があるのか。平米数等が補助額に関係するのか。 

Ａ５  シェルターもメーカーが出しているものだけが、補助対象になる。メーカーが大

丈夫だというものを兵庫県がお墨付きをだして、それを使う場合は、国費、県費、

市費の対象となる。兵庫県は登録制度を採っている。 

Ｑ６  単独としてはないのか。 

Ａ６  今のところは、ない。 

Ｑ７  八代市は推計で１６０００戸くらい見込みがあり、年間新規着工戸数が５００戸

とすれば、３０年で天然更新をすると考えると、先ほどの説明の中で耐震改修促

進事業の推進ということで、建替えが一つの耐震化と考えているようなことをお

っしゃったので、どこもあまり変わらない感じがあった。昨年の熊本地震を受け

て耐震に対する住民の意識は少し変わったのかなと思ったが、そうでもなかった。

こちらは阪神・淡路大震災を受けて、住民の意識の変化はあったか。 

Ａ７  意識は違う。非常に低い。もともと気候も温暖なところで、台風にしても四国の

山が受けてくれ、過去には千種川の氾濫で堤防が切れて水害が２度程起こったこ

とがあるが、そのほかは災害でダメージを受けていないというところがあって、

災害に対して無頓着というかあまり関心がない。 

Ｑ８  簡易耐震診断員さんとは、地元の建築士さんだと思うが何名くらいいるのか。 

Ａ８  今、登録されているのが１０名くらい。この事業自体は県と一緒にやっている事

業なので耐震診断員さんというのは、県に登録されていてるので、市外の診断員

でもＯＫ。簡易診断の相談に来られたら、市外の人は知らないので市内のかたに

こういう診断員さんがおられますというような名簿を見せて、基本的にはお客さ

んに選んでもらうという話なんです。 
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Ｑ９  簡易診断の耐震診断は、２×４とかは対象外ということになっているが、その状

態の中でほかの補助事業のメニューに取り組む際の判断基準になっているよう

にお見受けしますが、耐震診断の５６年以前のやつで２×４の場合は新たに外の

一般診断、別個に個人でやった上でこの補助の対象になるという形なのか。 

Ａ９  ご指摘のとおり。２×４の場合は簡易診断の対象にはならない。パンフレットの

「しかっりと耐震改修工事！」ということでここの計画策定の中で１次診断とな

り、耐震診断のかかる補助が２０万円ございまして、そちらの方の補助金で診断

していただいて、補強計画立てていただくという流れになる。簡易診断は、平面

図描いて、基礎等の状況を書いて、見れるところの筋交いがどれくらいあるか、

経年数とかになる。この信頼性がどれくらいあるかわからないので、基本的には

動気付けという位置づけをしている。それで、危険ということになれば、一般診

断からしていただいて、補強してくださいというのが流れになっている。 

Ｑ１０ 住宅改修業者登録制度、これは一定の条件を満たすリフォーム業者ということで

すが、どういったものを基準にされているのか。それから、どれくらいの業者さ

んが登録されているのか。 

Ａ１０ 赤穂市では４者。県も耐震改修の補助金を出しているので、県が安心できる業者

を紹介するという意味でリフォーム登録制度をして、県に登録していないと耐震

補強の補助金がもらえない。登録業者が補強しないと補助金の対象にしません。

登録業者の要件というのはほとんどない。登録業者は毎年改修なり工事した実績

をホームページで公表するのが県の条件となっている。 
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視察の様子 

 

   

 

   

 

 

   

 



 

<< 各委員所見 >> 














































